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【議案補充説明】 

１ 議案第 26号 三重県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正 

する条例案について 

  

１ 改正の趣旨 

地方自治法第 252 条の 17 の２第 1 項の規定に基づき、知事の権限に属する事務

の一部を市町が処理することについて改正を行うものです。 

 

【参考】 

地方自治法 

（条例による事務処理の特例） 

第 252 条の 17 の２ 都道府県は、都道府県知事の権限に属する事務の一部を、

条例の定めるところにより、市町村が処理することとすることができる。この

場合においては、当該市町村が処理することとされた事務は、当該市町村の長

が管理し及び執行するものとする。 

２～４ （略） 

 

２ 概要 

浄化槽法は、浄化槽の設置、保守点検、清掃及び製造について規制し、公共用水

域等の水質の保全等の観点から浄化槽によるし尿及び雑排水の適正な処理を図る

ことにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を目的とし、昭和 58 年に制定さ

れ、昭和 60年に全面施行されています。 

今回、南伊勢町からの申し入れにより、市町が設置し、または管理する浄化槽に

ついての、浄化槽法の設置、保守点検及び清掃の規制に係る事務について、同町が

処理することとするよう、条例を改正するものです。 

  

３ 施行日 

  令和４年４月１日から施行 
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【議案補充説明】 

２ 議案第38号  地方税法第三十七条の二第一項第四号の寄附金及び当該 

寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を定める条例の一部を改正す  

る条例案について 
 

１ 改正の趣旨 

都道府県等がＮＰＯ法人を条例で個別に指定した場合は、認定ＮＰＯ法人になるた

めの要件の一部が満たされます。 

今回、条例による個別指定の申出があり、審査の結果適切と認められたため、地方

税法第37条の２第12項の規定に基づき、同第１項第４号の寄附金を受け入れる特定

非営利活動法人の追加を行うものです。 

 

２ 概要 

（１）追加する法人の名称等 

名 称 特定非営利活動法人フリースクール三重シューレ 

主たる事務所の所在地 三重県津市広明町328番地 

設 立 年 月 日 平成14年 10月１日 

定款に記載された目的 フリースクールの設立・運営、及び県内にある各フリース

ペースとの連携を進める事業を行い、不登校の子どもとレ

ギュラースクール以外の学びの場を求める子どもに対し

て、学びの場を保障・拡大し、子どもの成長の支援と子ど

もを主体とした教育の創造・発展に寄与すること 

事 業 の 概 要 フリースクールの運営、卒業資格取得のための高校生の学

習サポート、公民連携の「みえ不登校支援ネットワーク」

の運営、行政との連携、情報発信、相談事業 等 

特定非営利活動を行う 

区 域 

活動の中心は津市、情報発信や相談は県内全域 

 

（２）審査の方法及び結果 

  ①事前審査 

・書面審査により、記載内容に不備がないことを確認しました。 

・代表者からの聴き取りと証拠書類により、申出内容と整合していることを確認 

 しました。 

・市町長及び県警察本部長への意見聴取により、指定基準非該当または欠格事由 

に該当しないことを確認しました。 

②審議会（三重県指定特定非営利活動法人審査委員会）の審査・答申 

・審議会へ諮問したところ、指定の基準に適合すると認めるのが相当である旨の

答申が出されました。 

 

３ 施行日 

  公布の日から施行 
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【議案補充説明】 

 

三重県指定ＮＰＯ法人と認定ＮＰＯ法人との比較 

 
 認定ＮＰＯ法人 三重県指定ＮＰＯ法人 

基   準 

  

① ３つのＰＳＴ基準※のうち、いずれ

かを満たす 

(a) 総収入に占める寄附の割合が20％

以上 

(b) 年平均の寄附金が3,000円以上の

寄附者が100人以上 

(c) 条例によるＮＰＯ法人の個別指定 
  

  

① 県内に主たる事務所 

② 寄附金を充当する予定の事業の基準 

③ 公益性に関する基準 

 

 

 

  

［共通］ ７つの組織・運営に関する基準を満たす 

(a)共益活動が50％未満 

(b)運営組織及び経理が適切 

(c)事業活動の内容が適正 

(d)情報公開を適切に実施 

(e)事業報告書等を適切に県に提出 

(f)不正行為等がない 

(g)設立後１年が経過 
  

更新期間 認定の日から５年間（５年ごとに更新） 

申請可能

な 法 人 
全てのＮＰＯ法人 

税制優遇 

  

＜所得税＞ 

① 個人が寄附をした場合の寄附金控除 

② 法人が寄附をした場合の損金算入限

度枠の拡大 

③ 相続人が寄附をした場合の非課税 

④ 認定ＮＰＯ法人自身のみなし寄附金 

⑤ 個人の現物資産寄附のみなし譲渡所

得税の非課税（承認特例） 
 

＜住民税＞県民税・市民税 

個人の寄附の場合、寄附金控除 
  

  

＜所得税＞  

なし 

 

 

 

 

 

 
  

＜住民税＞県民税のみ 

個人の寄附の場合、寄附金控除 

  
 

※ＰＳＴ基準（パブリック・サポート・テスト）：広く市民からの支援を受けているかどうかを 
判断するための基準 

参考 
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【所管事項説明】 

 

１ 「強じんな美し国ビジョンみえ（仮称）概要案」及び「みえ元気プ

ラン（仮称）概要案」について 
 

「みえ元気プラン（概要案）」について、環境生活部の主担当施策を抜粋し、 

別冊１にまとめています。 

環境生活部においては、次表のとおり、９施策を所管しています。 

 

 

政 策 施 策 名 
別冊１

の頁 

３ 

暮らしの安全 

3-2 交通安全対策の推進 ５ 

3-3 消費生活の安全確保 ７ 

４ 

環境 

4-1 脱炭素社会の実現 ８ 

4-2 循環型社会の構築 10 

4-4 生活環境の保全 11 

11 

人権・ダイバー

シティ 

11-1 人権が尊重される社会づくり 12 

11-2 ダイバーシティと女性活躍の推進 13 

11-3 多文化共生の推進 14 

15 

文化・スポーツ 
15-1 文化と生涯学習の振興 15 
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【所管事項説明】 

２ 高等学校生徒募集定員に係る公私比率等について 
 

１ 経緯 

高等学校の生徒募集定員については、高等学校生徒募集定員に係る公私比率等検

討部会（以下「部会」という。）が平成 30 年２月にまとめた提言をふまえ、年度ご

とに公私立高等学校協議会（以下「公私協」という。）で協議を行い策定していま

す。 

令和５年度から令和９年度までの公私比率等については、令和３年３月に部会

（学識経験者、企業関係者、県ＰＴＡ連合会代表、私立学校保護者会代表、市町教

育委員会代表、公立中学校長代表、公立中学校教員代表、私立中学校教員代表、私

立学校設置者代表、県立高等学校長代表、私立高等学校長代表）を改めて設置し、

６回にわたり協議を行ってきました。 

 

２ 部会での協議（公私協への提言と報告）の要点 

 部会では、公私比率に加え、全日制計画進学率、生徒の地域間の移動状況、県立

高校の再募集等についても協議を行いました。 

（１）公私比率の方向性について（提言） 

部会で検討した内容を「令和９年度までの募集定員の公私比率等について」（別

紙）としてまとめました。 

〔主な内容〕 

令和９年３月までの５年間で、中学校卒業者数が約 1,000 人減少することが見込

まれる中、今後も中学生の進路保障の観点を重視し、県民の理解が得られるよう、

以下のように募集定員を策定することが求められる。 

○ 中学校卒業者数の増減予測をふまえ、中学生の進路状況を検証しながら、生徒

のニーズや社会の変化に柔軟に対応できるよう、毎年度公私協の場で協議を行い

募集定員総数を策定する。 

○ 県立高校と私立高校がともに魅力ある学校づくりを進め、公私双方で生徒・保

護者の幅広い学習ニーズに応えながら、中学校卒業者数の減少に適切に対応して

いくためには、今後の公私比率を確定的に定めるものではないものの、その方向

性を明らかにする必要がある。 

○ 県立高校は、県内の広域にわたり学校を設置し、普通科や専門学科、総合学科

を設置するなど多様な選択を可能にしている。私立高校は、設置者独自の建学の

精神に基づき、個性豊かで特色ある教育活動を、経営の安定に努めながら展開し

ている。このように、公私で担うべき役割や特性がそれぞれあることから、公私

が協調して協議を行って募集定員総数を策定し、子どもたちの選択肢の維持・充

実を図る必要がある。 
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【所管事項説明】 

○ 地域ごとに中学校卒業者数の増減の状況、県立高校と私立高校の設置数や学校

規模、中学生の進路状況などが異なることを勘案すると、各地域の公私比率につ

いては、桑名・四日市地域、鈴鹿・津地域、伊勢地域では、県立高校がやや低く、

私立高校がやや高くなるように、松阪地域、伊賀地域では、現在と大きく変わら

ないように策定されることが適切である。（※尾鷲・熊野地域は県立高校のみ） 

○ その結果、県全体の公私比率については、中学生の進路希望や進路状況などが

毎年度変化することから正確に予測することは難しいものの、令和９年度には県

立高校が 74.0～74.5％程度、私立高校が 26.0～26.5％程度となることが見込ま

れる。（令和４年度の公私比率は、県立：私立＝75.2％：25.1％） 

 

（２）令和５年度以降の全日制計画進学率について 

全日制高校への入学見込み人数の算出に用いる計画進学率は、中学校３年生の 12

月進路希望状況調査における全日制高校への進学希望者の割合を、過去５か年平均

した値としています。近年、全日制高校への進学希望者の割合が低下傾向にあるこ

となどから、計画進学率と実績進学率との差が以前より大きくなっています。 

このことから、令和５年度以降の全日制計画進学率については、中学生の進路希

望状況を重視しつつ、実績進学率の推移も考慮することとし、１～３年前の進路希

望状況調査の結果と４、５年前の実績進学率の５か年平均値を用いることとしま

す。 

ただし、令和５年度から令和７年度までの３年間は、１～４年前の進路希望状況

調査の結果と５年前の実績進学率の５か年平均値を用います。 

 

（３）生徒の地域間の移動状況について 

生徒の多くは、希望する学科や学校の特色、通学の利便性等を考慮しながら、地

域を越えて学校を選択しており、こうした状況により適切に対応していく観点か

ら、生徒の移動状況をふまえて各地域の入学見込み人数を算出することとします。 

 

（４）県立高校の再募集について 

県立高校では、前期選抜と後期選抜の２回の選抜があり、合格者が入学定員に満

たない学校では再募集を行っています。再募集については、中学生の進路選択の機

会の一つとなっていますが、私立高校においては、新年度直前に入学辞退者が出る

ことによる影響もあります。このことから、令和４年度に開催予定の「入学者選抜

制度検討会」に再募集の検討を申し入れることとします。 

 

３ 今後の対応 

部会から、３月 25 日に開催される公私協に、「令和９年度までの募集定員の公私

比率等について」を提言として報告します。公私協では、部会の提言を受けて協議

し、その結果をふまえ、令和５年度以降の募集定員を策定します。 
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【所管事項説明】 

３ 今後の文化振興施策について 

 

１ 現状及び課題 

  本県は、豊かな自然や歴史・文化を有するとともに、東海道など数々の街道での

交流を通じた個性豊かで多様な文化を育んできました。 

こうした三重の文化の特色をふまえ、平成 26 年 11 月に「新しいみえの文化振興

方針」(以下「方針」という。)を策定し、令和５年度までを計画期間として、文化

や生涯学習の振興に加え、観光など多様な分野と連携を図りながら文化振興施策を

推進しています。 

しかし、方針策定から７年が経過し、この間、人口減少や少子高齢化により文化

を担い継承する人材の不足が進み、また、コロナ禍により文化活動が停滞するなど、

文化を取り巻く社会環境が大きく変化しました。 

一方、国では平成 29 年以降「文化芸術基本法」や「文化財保護法」の改正を行う

など、文化振興施策に関する法整備を進めてきており、現在においても、博物館の

役割が多様化・高度化している状況をふまえ、「博物館法」の改正が検討されていま

す。 

次期文化振興施策について、こうした社会環境の変化や国の動きをふまえつつ、

その方向性を検討する必要があります。 

 
２ 取組方向 

次代を担う文化の担い手の育成や新型コロナウイルス感染症の収束後を見据え

た文化振興施策は、継続的に推進していく必要があります。このため、次期施策の

取組方向について、文化団体など文化に関わるさまざまな主体の意見を聞きながら、

基本理念や県等の責務・役割などの基本となる事項を定めた「三重県文化振興条例

(仮称)」の制定とともに、条例に基づいて施策の総合的かつ効果的な推進を図るた

め「三重県文化振興計画(仮称)」の策定に向け取り組みます。 

これらの取組により、県民の皆さんが主体的に文化にふれ親しみ、学びたい時に

学ぶことができる環境づくりを進め、心豊かな社会と活力ある地域づくりをめざし

ます。 

 

３ 今後の予定 

令和４年３月  環境生活農林水産常任委員会（今後の文化振興施策） 

５月 第１回 三重県文化審議会  (諮問) 

６月 環境生活農林水産常任委員会（条例制定の考え方） 

      ８月  第２回 三重県文化審議会 

10 月 第３回 三重県文化審議会 

           環境生活農林水産常任委員会（条例中間案） 

   パブリックコメントの実施 

12 月 第４回 三重県文化審議会 （答申） 

            環境生活農林水産常任委員会（条例最終案） 

令和５年２月 議案（条例案）提出 
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【所管事項説明】 

 
 

４ 第９次水質総量削減計画（中間案）について 

 

１ 水質総量削減制度 

  水質総量削減制度は、東京湾や伊勢湾等の人口、産業の集中等により汚濁が著し

い広域的な閉鎖性海域の水質汚濁を防止するための制度であり、昭和 53 年に「水

質汚濁防止法」の改正により導入されました。 

この制度においては、環境大臣が、化学的酸素要求量（ＣＯＤ）、窒素及びりんの

削減目標量、目標年度等を総量削減基本方針として定め、これに基づき、関係都府

県知事が、削減目標量を達成するための総量削減計画を定めることとされています。 

水質が悪化した伊勢湾においても「きれいさ」をめざして、これまで８次にわた

る汚濁負荷削減対策に取り組んできました。その結果、伊勢湾に流入する汚濁負荷

量は、制度導入当初と比べて半分程度まで減少しています。しかし、近年では、漁

獲量の減少に伴い、海域の「豊かさ」の重要性が指摘されるようになり、平成 29 年

６月に策定した第８次水質総量削減計画では、流入する汚濁負荷量の削減に加え、

新たに「きれいで豊かな海」という観点を取り入れて総合的な水環境改善対策に取

り組んでいます。 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

汚濁負荷量削減の推移 
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第 9 次 
削減目標 

COD 52 51 49 42 35 29 26 24 [24]

窒素 40 39 31 28 25 23 22 21 [22]

りん 3.7 3.4 3.4 3.0 2.2 1.8 1.7 1.6 [1.7]

COD 286 272 246 221 186 158 141 131 [127]

窒素 185 168 161 143 129 118 110 106 [106]

りん 20.4 18.8 17.3 15.2 10.8 9.0 8.2 8.0 [7.9]
[    ]内は削減目標量(t/日)

三
重
県

(

参
考

)

伊
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湾
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【所管事項説明】 

 
 

２  国の動向 

令和３年３月に環境省が設置する中央環境審議会から答申のあった「第９次水質

総量削減の在り方」では、伊勢湾においても従来の汚濁負荷量の「総量規制」から、

海域の状況に応じたよりきめ細かな「水環境管理」への移行が必要であるとされま

した。 
また、令和４年 1 月に環境省から示された「化学的酸素要求量、窒素含有量及び

りん含有量に係る総量削減基本方針（伊勢湾）」（以下「基本方針」という。）では、

近年の水環境の改善状況と生物生産性の低下等を考慮し、伊勢湾においては、窒素

及びりんの環境基準の達成状況を維持しながら、生物生産においても望ましい水質

をめざしつつ、貧酸素水塊の発生抑制等の観点から水環境改善を図る必要があると

されました。 
 

３ 三重県環境審議会（水質部会）における審議状況 

 国から示された基本方針に基づき、令和６年度を目標年度とする第９次水質総量

削減計画の策定及び総量規制基準の改定を行うため、令和３年３月に三重県環境審

議会へ諮問を行い、現在、専門部会で審議が進められています。部会では、「規制」

から「管理」への転換をという方向性を新たに導入し、今後取り組むべき対策が検

討されています。 
 

（１）第９次水質総量削減計画（案）における削減目標量及び目標達成のための取組 

第９次水質総量削減計画（案）では、栄養塩類の減少による生物生産性の低下

を改善するための各種取組を実施していくこととしており、「きれいで豊かな海」

の実現に向けて、窒素及びりんの削減目標量を発生源ごとに次のとおり見直して

います。 
 

 
 
 
 
 

伊勢湾における県別削減目標量(トン/日) 

  COD 窒素 りん 

岐阜県 33 29 1.8 

愛知県 70 55 4.4 

三重県 24 22 1.7 

伊勢湾 127 106 7.9 

三重県における発生源別の削減目標量(トン/日) 

  COD 窒素 りん 

生活系 11 (11) 8 (7) 0.8 (0.7) 

産業系 10 (10) 4 (4) 0.6 (0.6) 

その他 3 (3) 10 (10) 0.3 (0.3) 

計 24 (24) 22 (21) 1.7 (1.6) 

削減目標量の数値は、COD 及び窒素は１トン単位、りんは０．１トン

単位で記載しています。 ※（ ）内は令和元年度の実績値 

生活系：生活排水やし尿処理場等人の生活に起因する発生源 

産業系：工場・事業場等の産業活動に起因する発生源 

その他：田畑、畜産農業、養殖漁業等のその他に起因する発生源 
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【所管事項説明】 

 
 

また、計画の目標を達成するため、さまざまな主体との連携のもと、主に次の

ような取組を推進していきます。 

 

①下水処理場の栄養塩類管理運転の試行とその効果の検証 

公的機関が管理する下水処理場において、窒素及びりんを基準の範囲内ででき

るだけ多く排出するなどの栄養塩類管理運転を試行し、その効果については、環

境生活部、農林水産部及び県土整備部の３部連携のもと、調査検証を行います。 

 

②藻場、干潟及び浅場の保全･再生等の推進 

海域の栄養塩類を湾内の豊かな生物生産につなげていくため、藻場、干潟及び

浅場を保全するとともに、再生・創出を推進します。 

農林水産部と連携し、定期的に藻場、干潟の分布状況に関する調査を実施する

など、「伊勢・三河湾海域干潟ビジョン」に基づいた取組を計画的に進めます。 

 

（２）総量規制基準の改定 
工場・事業場が一日に排出する汚濁負荷量の許容限度（総量規制基準）につい

ては、令和３年 10 月の環境省告示で示された基準の範囲内において、業種や排水

量等の区分ごとに改定作業を行います。 
近年の伊勢湾における栄養塩類の減少に対して、下水処理場の栄養塩類管理運

転により海域へ窒素及びりんが柔軟に供給できるよう、下水道業の基準について

は国が定めた範囲の上限となるよう見直します。 
 
例）高度処理施設を有する県流域下水処理場 
  ・窒素： 10mg/L（現行） → 20mg/L（改定後） 

  ・りん：  1mg/L（現行） →  2mg/L（改定後） 

 

３ 今後の予定 

 令和４年３月     三重県環境審議会（中間案の審議） 
３月～４月  パブリックコメント 
６月頃     三重県環境審議会水質部会（最終案の審議） 
７月頃     三重県環境審議会からの答申 
８月頃     関係市町からの意見聴取、環境省との協議 
９月頃     計画等の策定・公表 
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【所管事項説明】 

５ 三重県生活環境の保全に関する条例で定める指定施設の見直しにつ

いて 

 
１ 経緯 

（１）大気汚染防止法施行令の改正 

内閣府に設置された「再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフ

ォース」による規制の点検において、産業界から国に対して「大気汚染防止法」

の規制対象となるボイラーの規模要件を「燃料の燃焼能力」のみによる規制にす

べきと要望がなされました。これを受けて環境省は、学識経験者等で構成する検

討会での審議をふまえ、規制対象となるボイラーの規模要件について、これまで

の「伝熱面積（熱を伝える部材の表面積が 10 ㎡以上）」及び「バーナーの燃料の

燃焼能力（50L/時以上）」から、「燃料の燃焼能力」のみの要件に変更しました（令

和４年 10 月施行）。 

 
（２）騒音規制法施行令及び振動規制法施行令の改正 

   長野県知事から内閣府規制改革・行政改革担当大臣に対し、圧縮機（塗料の吹

き付けや空気圧を利用した工具等に用いられるコンプレッサー）の性能が向上し

ている一方、「騒音規制法及び振動規制法（以下「法」という。）」の規制基準は長

い間改正されていないとして、技術革新をふまえた規制基準の見直しを行うよう

要望がなされました。これを受けて環境省は、学識経験者等で構成する検討会で

の審議をふまえ、発生する騒音・振動の大きさが一定以下の圧縮機については、

生活環境保全上問題ないものとして規制対象外としました（令和４年 12 月施行）。 

 
２ 課題 

本県では、公害の防止、環境への負荷低減等を図るため、「三重県生活環境の保全

に関する条例」（以下「県条例」という。）及び県条例施行規則（以下「規則」とい

う。）において「指定施設」を定め、各種法令で規制対象となっていない施設の規制

を行っています。 

 
【参考】県条例で定める「指定施設」について 

県条例第２条第 11 号 

工場等に設置される施設のうち、ばい煙、炭化水素系物質、粉じん、汚水、騒音、振動又は 

悪臭物質を発生し、排出し、飛散させ、又は貯蔵する施設であって規則で定めるものをいう。 

＜規則で定める指定施設＞ 

 

 

 

ばい煙 ボイラー、金属の精製又は鋳造の用に供する溶解炉など、22 種類の施設 

騒音 空気圧縮機、金属製品の製造又は加工の用に供するせん断機など、35 種類の施設 

振動 圧縮機、金属製品の製造又は加工の用に供するせん断機など、22 種類の施設 
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【所管事項説明】 

（１）大気汚染防止法施行令の改正を受けて 

県条例及び規則では、「大気汚染防止法」の規制対象とならない小規模なボイ

ラーを「指定施設」とし、規制対象としています。今回の法施行令改正により、

県条例で定める規模要件を上回る施設が規制対象にならず、不整合が生じること

から、県条例における規制のあり方を検討する必要があります。（図） 

 

 
図 「大気汚染防止法」及び県条例におけるボイラーの規制対象 

 

（２）騒音規制法施行令及び振動規制法施行令改正を受けて 

県条例及び規則では、法に基づく指定地域※以外に設置する圧縮機を「指定施

設」として規制しています（工業用専用地域を除く。） 
今回の法施行令改正により、発生する騒音・振動の大きさが一定以下の圧縮機

については、同じ施設であっても法と県条例で規制対象に不整合が生じることか

ら、県条例における規制のあり方を検討する必要があります。 
※指定地域 

津市、四日市市、伊勢市、松阪市（旧松阪市の区域のみ）、桑名市、鈴鹿市、名張市、亀山市、

鳥羽市、いなべ市（員弁町の区域のみ）、伊賀市、木曽岬町、東員町、菰野町、朝日町及び川越

町の区域のうち、都市計画法第８条第１項第１号に掲げる第１種低層住居専用地域、第２種低

層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域、第１種住居地域、

第２種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域並びに津市、

伊勢市、尾鷲市及び熊野市の区域のうち市長が指定した地域 

 
 
３ 対応方針及び今後のスケジュール（予定） 

 「大気汚染防止法」等における規制対象の見直しをふまえ、県条例が定める「指

定施設」の見直しを含めた規制のあり方について、有識者の意見等を聴きながら、

検討を行います。 
 

令和４年３月 三重県環境審議会（諮問・部会の設置） 
４月から 三重県環境審議会各部会により審議 
６月   三重県環境審議会（答申） 
８月以降 規則改正 

 

伝熱面積（㎡） 伝熱面積（㎡）

10 10

8 8

50 燃焼能力（L/h） 50 燃焼能力（L/h）

条例

法

条例

法
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【所管事項説明】 

６ プラスチック対策の推進について 
 

１ 概要 

社会的課題であるプラスチック対策については、「三重県循環型社会形成推

進計画」（令和３年３月）において、プラスチック資源循環の高度化、海域へ

の流出対策に取り組むこととしています。令和４年４月１日から「プラスチッ

クに係る資源循環の促進等に関する法律」（以下「プラスチック資源循環法」

という。）が施行されることをふまえ、市町に対する技術的援助や、県民の皆

さん・事業者に対する啓発などプラスチック資源循環の取組を促進していき

ます。 

 

２ 県内の現状 

一般廃棄物のプラスチック 131 千トンのうち、８％が資源物としてリサイ

クルされ、産業廃棄物である廃プラスチック 173 千トンでは、62％が主に燃料

としてリサイクルされています（令和元年度実績）。（図１） 

また、海洋への流出防止を図るため、河川に流入したプラスチックごみを調

査したところ、約 70％がペットボトルやレジ袋などの生活系ごみでした。（令

和元年度から２年度調査）（図２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 課題 

プラスチックごみの多くは焼却等され、リサイクルにおいてもほとんどが

燃料化されており、温室効果ガスの排出源となっています。このことから、環

境負荷の少ないマテリアルリサイクル等の高度なリサイクルの促進が求めら

れています。また、海洋への流出防止のため、生活系ごみのポイ捨て等散乱ご

み対策が必要となっています。 

  

図２ 海蔵川に流入したプラスチックごみ 
（令和元年度から２年度調査） 

リサイクル

（主に燃料化）

62%

埋立 

16% 

焼却等 

22% 

産業廃棄物  173 千トン  

図１ プラスチック処理の現状 
（令和元年度実績） 

ペットボトル

16%

レジ袋

28%

食品包装

16%

食品トレー

9%

発泡スチロール

2%

農業資材

2%

その他

27%

約 70%が
生活系 

リサイクル  

8% 

埋立 

0.3% 

焼却等 

92% 

一般廃棄物  131 千トン  
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【所管事項説明】 

４ 令和３年度の取組 

（１）製品プラスチックのマテリアルリサイクルに係る調査研究 

市町で焼却等されている製品プラスチックのリサイクルが促進されるよう、

「三重県プラスチック地域循環研究会」（県、市町、廃棄物処理業者、製造業

者等）において、津市が回収した製品プラスチックを用いたマテリアルリサイ

クルの調査研究を実施しました。その結果、既存の破砕機や光学選別機を活用

することで、一定の品質のリサイクル材が得られました。（図３） 

 

     

 

 

 

（２）ペットボトルのボトル to ボトル（ＢtoＢ）促進モデル事業 

使用済みペットボトルをペットボトルにリサイクルするＢtoＢを促進する

ため、津市内でモデル事業を実施しました。自動販売機横に設置されているリ

サイクルボックスを新形状のものに変更（50 か所）し、行動変容を促すこと

による異物混入率の変化を調査したところ、異物が 36％減少し、高品質にペ

ットボトルを回収することができました。（図４） 
 

           
 

図４ モデル事業（令和３年 11 月から 12 月）の結果 

 

 

（３）その他 

①スポＧＯＭＩ大会（令和３年 11 月３日開催） 

伊勢市の二見神前地区海岸で 22 チーム計 66 名

が参加し、約 70 ㎏のごみを回収しました。 

   

 

 

 

破砕  
光学選別  

通常のリサイクルボックス 新形状のリサイクルボックス  

スポ GOMI 大会の様子 

製品プラスチック リサイクル材 

図３ 調査研究の結果 

・リサイクル材の品質 
ポリプロピレン 57.9% 
ポリエチレン 35.1% 

・リサイクル費用（運搬を含む） 
47,000 円／トン 

(注 )処理する廃棄物の性状やリサイ

クル材の品質等で異なる  

異物が 36%減少  

異物混入率 
17.9% 

異物混入率 
11.5% 
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【所管事項説明】 

②みえスマートアクション宣言事業所登録制度（令和２年 10 月開始） 

令和４年１月末時点で860事業所が登録し、資源のスマートな利用を推進

しました。 

【プラスチック対策の取組例】 

運送業者：車内のごみを事業所に持ち帰り分別回収 

小売業者：ＢtoＢに向けたペットボトル回収機の設置 

海洋プラスチックごみをリサイクルした買い物かごの導入 

製造業者：プラスチックを削減した商品の提供 

 

 

 

 

 

 

 

③三重県庁プラスチックスマートアクション（令和元年 10 月開始） 

庁内のマイバッグ・マイボトル運

動を推進しました。また、プラスチ

ックを使用しない啓発物品や事務

用品の率先利用を実施しました。 

 

  

５ 令和４年度の主な取組 

プラスチック資源循環の一層の促進に向け、排出事業者や廃棄物処理業者

と連携し、産業廃棄物である混合プラスチックや複合素材のプラスチック製

品の、光学選別等によるマテリアルリサイクルの実証事業を行います。今後、

これらの結果をふまえた高度なリサイクルの体制整備に向けた取組を進めて

いきます。（図５） 

海洋へのプラスチックごみの流出防止を図るため、県民の皆さんや事業者

が楽しみながらごみ拾いできるアプリを導入し、継続的な散乱ごみ対策を進

めていきます。（図６） 

 

 

 

  

布製マイバッグ 紙製クリアファイル 

運送業者の取組 小売業者の取組 製造業者の取組 

図６ごみ拾いアプリのイメージ 図５ プラスチック資源循環のめざす姿 

R3 調査  

R4 調査  

ア
プ
リ 

33



3R Renewable

1

2 3

2

3

34



【所管事項説明】 

 

 

 

７ 産業廃棄物税制度の検証結果について 
 

１ 概要 

産業廃棄物税制度について、平成 14 年４月の「三重県産業廃棄物税条例」施行

から５年ごとに制度の検証を行ってきており、これまでの成果や課題、社会情勢の

変化と技術の進展をふまえ、昨年 12 月の常任委員会で「三重県産業廃棄物税制度

に係る検証結果（案）」の報告を行いました。あわせて、パブリックコメントを実施

し、それらの意見等を取りまとめました。 

 

２ パブリックコメント等の実施状況 

  パブリックコメントの実施のほか、商工団体等関係団体に検証結果（案）の説明

を行いました。 

① 実施期間     令和４年１月 14 日から令和４年２月 14 日まで 

  ② 寄せられた意見数 10 件 

  ③ 意見及び対応状況 課税方法、使途、再生施設、処理係数及び再生可能エネ

ルギー回収施設についてご意見があり、対応については

別紙のとおりです。 

 

３ 検証結果（案）から変更した内容 

新たに処理係数を設定する発酵施設及び炭化施設の処理係数は０．６０としてい

ましたが、本県における処理の実態をふまえ、発酵施設はメタン発酵に限定し  

０．２０に、炭化施設は０．４０にしました。 

なお、メタン発酵以外の発酵施設については、申請が不要な再生施設に追加する

こととしており、処理係数は適用されません。 

 

中間処理施設の処理係数（第７条関係） 

検証結果（案）  検証結果（最終案） 

施設の区分 処理係数  施設の区分 処理係数 

一 焼却施設又は脱水施設 ０．１０  一 焼却施設又は脱水施設 ０．１０ 

二 乾燥施設又は中和施設 ０．３０  二 乾燥施設又は中和施設 ０．３０ 

三 油水分離施設 ０．２０  三 油水分離施設  

四 発酵施設又は炭化施設 ０．６０ 
 又はメタン発酵施設  

 四 炭化施設 ０．４０ 

五 前四項に掲げる以外の中間処理施設 １．００  五 前四項に掲げる以外の中間処理施設 １．００ 

 

４ 今後のスケジュール 

令和４年６月 改正条例案提出 

令和５年４月 改正条例施行予定 

 

０．２０ 
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【所管事項説明】 

【三重県産業廃棄物税制度に係る検証結果（最終案）における見直しの概要】 

 

１ 税制度の見直しの方向性 

（１）見直しの方向性 

発生抑制、再生、減量その他適正な処理を一層推進するため、課税免除の対象

となる再生施設を追加するとともに、減量化が見込まれる中間処理施設の処理係

数を見直します。また、廃食品等廃棄されるバイオマス資源からのエネルギー回

収を促進するとともに、資源循環の質の向上や地球温暖化対策をはじめとするさ

まざまな社会的課題の解決にも資する資源循環に向けた使途の充実及び拡大を図

ります。 
 

（２）見直し内容 

ア 再生の推進 

再生利用が一層進むよう、現状の施設の普及や処理の状況をふまえ、申請が不

要な再生施設について、法令によりリサイクルの義務化や再生品の利活用の促進

等が求められているものを以下のとおり追加します（条例第８条）。 
申請が不要な再生施設 

現行  検証結果（最終案） 

施設の区分  施設の区分 

一 がれき類の破砕施設 

 一 がれき類の破砕施設 

 二 木くずの破砕施設 

 三 発酵施設（メタン発酵施設を除く） 

 

イ 減量の推進 

減量化が一層進むよう、着実な処理実績があり、減量化が認められる処理施設

について、以下のとおり新たな施設区分と処理係数を追加します（条例第７条）。 
中間処理施設の処理係数 

現行  検証結果（最終案） 

施設の区分 処理係数  施設の区分 処理係数 

一 焼却施設又は脱水施設 ０．１０  一 焼却施設又は脱水施設 ０．１０ 

二 乾燥施設又は中和施設 ０．３０  二 乾燥施設又は中和施設 ０．３０ 

三 油水分離施設 ０．２０  三 油水分離施設  

   又はメタン発酵施設  

四 前三項に掲げる以外の中間処理施設 １．００  四 炭化施設 ０．４０ 

   五 前四項に掲げる以外の中間処理施設 １．００ 

 

  

０．２０ 

参考 
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【所管事項説明】 

ウ 再生可能エネルギーの回収 

地球温暖化対策にも資する再生可能エネルギーの回収を促進するため、廃食品

等廃棄されるバイオマス資源からメタンガスを回収する施設を、再生施設と同等

に課税免除の対象施設とします（条例第８条）。 
再生可能エネルギー回収施設 

現行  検証結果（最終案） 

施設の区分 回収能力  施設の区分 回収能力 

－ －  一 メタン発酵施設 107Nm3/トン 

 

エ 使途 

持続可能な循環型社会の構築に向け、さらなる資源の有効活用を推進するため、

引き続き、発生抑制、再生、減量その他適正な処理に取り組むとともに、様々な

社会的課題の解決にも資する取組にも幅広く取り組んでいきます。 
また、資源循環に係る社会情勢の変化と技術の進展に対応し、環境負荷の低減

や循環関連産業が地域と共生し事業が継続できるような支援等、使途の充実を行

います。 
地球温暖化対策に資する資源循環を促進するため、熱や電気等のエネルギー回

収にも使途の範囲を拡大します。 

 
２ 課税方法 

  課税方法（課税標準、税率、免税点、徴収方法）については、現行制度により適

切に申告納付がなされ、条例施行から 20 年が経過し制度が定着しており、安定し

た税財源の確保が図られていることから、現行制度を継続します。 
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【所管事項説明】 

 

８ 「ＲＤＦ焼却・発電事業の総括」中間報告書（案）について 

 

１ 経緯 

「ＲＤＦ焼却・発電事業の総括」については、令和３年 12 月に開催された「防

災県土整備企業常任委員会」及び「環境生活農林水産常任委員会」で中間報告書（原

案）の報告を行いました。 

この原案に対する意見をふまえ、中間報告書（案）（別紙及び別冊４）をとりまと

めました。 

 

２ 中間報告書（案） 

中間報告書（案）の構成は、以下のとおりです。 

第１章 ＲＤＦ焼却・発電事業の概要 

ＲＤＦ化構想の概要、ＲＤＦ焼却・発電事業の主な実績等 

第２章 ＲＤＦ焼却・発電事業の経緯 

事業構築からＲＤＦ焼却・発電事業終了までの経緯 

第３章 ＲＤＦ焼却・発電事業の検証 

事業構築面、事業経営面、環境政策面の検証 

第４章 ＲＤＦ貯蔵槽爆発事故の発生と対応 

爆発事故の発生とその後の経緯、事故の要因、貯蔵槽爆発事故後の

対応、損害賠償請求訴訟等 

第５章 事業の総括 

検証の結果をふまえた総括 

原案に追加記述した主な内容は、以下のとおりです。 

（１）県議会における議論と政策決定の経緯 

「第２章 ＲＤＦ焼却・発電事業の経緯」に、新たに「１（３）県議会にお

ける議論と政策決定の経緯」の項を加え、県議会での議論の経緯及び県の政策

決定の経緯について記述しました。（別冊４ 14 ページ） 

（２）事業者選定や情報開示のあり方 

「第４章 ＲＤＦ貯蔵槽爆発事故の発生と対応」に、事業者選定にあたり安

全面を評価項目として設定するべきだったこと、事故状況に関する情報開示に

積極的であるべきであったことを追記しました。（別冊４ 56、66 ページ） 

（３）市町への影響と負担等 

「第５章 事業の総括」に、市町へ与えた影響や市町の財政負担のほか、今

後の市町との円滑なコミュニケーションなどについて追記しました。（別冊４ 

75 ページ） 

 

３ 今後のスケジュール 

【令和４年度】令和５年３月 常任委員会※（最終報告書（案）の説明） 

※「防災県土整備企業常任委員会」及び「環境生活農林水産常任委員会」 
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【所管事項説明】 

                                                                                             

ＲＤＦ焼却・発電事業の総括 中間報告書（案）の概要 

第１章 ＲＤＦ焼却・発電事業の概要 第２章 ＲＤＦ焼却・発電事業の経緯 第３章 ＲＤＦ焼却・発電事業の検証 

１ ＲＤＦ化構想の概要 

・ＲＤＦ化構想は、市町村において可燃ごみを燃料化し、これを地域の

様々な施設で利活用するとともに、広域で設置する発電所で高効率に利

用することで「廃棄物の適正処理」や「ごみの持つエネルギーの有効活

用」を図り、これにより「ごみ処理の広域化」や「資源循環型社会の構

築」をめざしたものです。 

２ 三重ごみ固形燃料発電所の概要 

・設置場所：桑名市多度町力尾地内 

・発電出力：12,050ｋＷ、ＲＤＦ処理能力：240ｔ／日、 

売電電力量：約 5,000 万ｋＷｈ／年 

・稼働期間：平成 14 年 12 月１日～令和元年９月 17 日（約 16 年 10 か月） 

３ 市町のＲＤＦ化施設の概要 

・３町及び４一部事務組合（26 市町村）が参画し、平成 14 年 12 月まで

に７つのＲＤＦ化施設が稼働しました。 

４ 焼却灰の処理の概要 

・焼却灰は、県内の事業者において焼成処理し、セメント原料や路盤材な

どの土木資材として活用されました。 

５ ＲＤＦ焼却・発電事業の主な実績 

・建設費（税込） 

項 目 
費 用 

（千円） 

内訳 

一般会計 企業会計 国庫補助金 

焼却施設  6,068,051 4,827,559 0 1,240,492 

発電施設 2,283,000 208,000 1,378,197 696,803 

新ＲＤＦ貯蔵施設 794,279 625,011 0 169,268 

小計 9,145,330 5,660,570 1,378,197 2,106,563 

用地 1,176,200 0 0 1,176,200 

合計 10,321,530 5,660,570 1,378,197 3,282,763 

・ＲＤＦ焼却・発電の実績 

項 目 実 績 値 

ＲＤＦ受入量 752,764 RDF ﾄﾝ 

発電電力量 1,001,896,800 kWh 

供給電力量 795,251,103 kWh 

・事業収支（税抜）[令和元年度決算時点] 

項 目 収益（千円） 費用（千円） 収支（千円） 

稼働期間(H14～R1) 21,514,153 24,595,226 △3,081,073 

・撤去費（税込）[令和３年 12月時点での契約額] 

項 目 費 用（千円） 

土壌調査費 6,829 

撤去設計費 24,938 

撤去工事費 1,609,520 

合 計      1,641,287 
 

１ 事業構築 

（１）ＲＤＦ発電構想（平成２年度～平成６年度） 

・廃棄物は、その多くが焼却処分されており、地球

環境の保全の観点から、ごみをできる限り資源と

して活用する必要がありました。 

・政府は、平成２年 10 月に「地球温暖化防止行動

計画」を決定し、未利用エネルギーの有効活用を

図ることや、廃棄物の焼却処理に伴う余熱の供

給・発電を積極的に推進しました。 

・県内の 14 市町村・団体が、平成 10 年前後にご

み焼却施設の更新時期を迎えていました。 

・企業庁で、平成３年度からごみ焼却施設の余熱を

利用した発電事業の検討を開始し、平成５年２月

に「ＲＤＦ発電構想」を公表しました。平成５年

度から構想実現に向けて具体的な調査を行い、県

環境局でも、市町村と調査検討を開始しました。 

・ＲＤＦ発電所の建設候補地については、平成５年

度から河芸町内や津市内での検討を行いました

が、調整がつかず、平成６年９月、ＲＤＦ発電所

の立地計画は一時凍結となりました。 

（２）ＲＤＦ化構想への転換（平成７年度～） 

・平成６年度までの「発電ありき」の構想から、未

利用エネルギーの有効活用や環境負荷の低減な

ど環境政策の課題を解決する有効な方策として、

環境政策の中にＲＤＦ化及び発電構想を「ＲＤＦ

化構想」として位置づけ、市町村とともに進めて

いくことを、平成７年５月に政策決定しました 

（３）県議会における議論と政策決定の経緯 

・平成５年２月に「ＲＤＦ発電構想」が公表された

際には、環境問題に視点を据え、ごみを未利用エ

ネルギーとして活用するものとして、県議会から

賛同する意見が多くあり、平成５年 12 月の商工

労働企業常任委員会委員長報告では、「各部局が

協調し、格段の努力を払われるよう強く要望する

ものであります。」との意見が報告されました。 

・一方、平成６年３月の一般質問においては、市町

村が処理責任を有する一般廃棄物に県が関わる

ことや、公営企業である企業庁が実施することを

懸念する意見などがありました。 

・県議会における様々な意見がある中、県は平成７

年５月に、「ＲＤＦ化構想」を政策決定しました。 

・平成８年３月の環境・防災対策特別委員会委員長

報告では、「市町村との十分な連携のもとに対応

されるよう要望するものであります。」との意見

が報告されました。 

・一方、平成９年９月の代表質問では、海外での撤

退事例を示すなどしてＲＤＦ事業への反対を表

明する意見などがありました。 

・このように、市町村の理解とコンセンサスを前提

として事業を進めるべきという意見が多くある

一方で、ＲＤＦ化構想そのものへの反対意見も

あるなど様々な議論が行われる中、ＲＤＦ焼却・

発電事業の施設整備予算が、平成 11年３月に賛

成多数で可決されました。 

（４）ＲＤＦ焼却・発電事業の構築 

・平成７年８月、桑名広域清掃事業組合から県のＲ 

ＤＦ発電所の併設要望があったことを受け、平成

８年２月に発電所を同組合が設置するＲＤＦ化

施設に併設することを決定しました。 

・当初は、平成 10 年前後にごみ処理施設の更新時

期を迎える５市４町５組合の参加を想定してい

ましたが、発電所建設地の決定が遅れたため参画

市町村が減少し、平成 14年 12 月稼働時点では、

３町４組合の 26 市町村の参加となりました。 

２ ＲＤＦ発電所の整備 

・公募型プロポーザル方式により事業者選定を行

った結果、平成 12 年２月に富士電機(株)を受注

予定者に決定しました。造成工事の完成の遅れに

より、平成 13 年９月のＲＤＦ発電所の現地工事

着手となり、平成 14 年 11 月に試運転を開始し、

同年 12 月１日にＲＤＦ発電所が稼働しました。 

３ ＲＤＦ貯蔵槽爆発事故 

・ＲＤＦ発電所稼働後の平成 15 年８月 19 日、Ｒ

ＤＦ貯蔵槽が爆発して消火作業中の消防職員２

名が殉職される事故が発生しました。 

４ ＲＤＦ処理委託料の推移 

・構想段階では、発電による売電収入で運営経費を

賄うこととしており、市町村には処理費用は無料

と説明していました。 

・しかし、事業環境の変化により売電収入だけでは

全体の運営経費を賄うことができなくなり、処理

委託料を徴収することとなりました。 

５ 事業期間の決定 

・平成 19 年 12 月のＲＤＦ総務運営部会で、県か

ら平成 29 年度以降、事業を行わないとの提案を

行ったところ、市町からは不満が噴出しました。

今後の対応を協議した結果、令和２年度末まで事

業を継続することを決定しました。 

・桑名広域清掃事業組合の新ごみ処理施設の完成

時期が早まることから、その対応を検討した結

果、平成 30 年７月のＲＤＦ協議会総会で、令和

元年９月を軸に新たなごみ処理体制に移行する

こと等が決議されました。 

６ ＲＤＦ焼却・発電の終了 

・平成 30 年７月のＲＤＦ協議会総会決議を受け

て、令和元年９月 17 日をもって、ＲＤＦ発電所

での焼却・発電は終了することとなりました。 

１ 事業構築面からの検証 

・県（企業庁）が事業主体となり当該事業を進

めることで、一般廃棄物の処理責任を有する

市町の業務に踏み込むことになり、一般廃棄

物処理の役割について県と市町の間にあいま

いな関係を生じさせてしまいました。また、事

業収支の均衡が求められる企業庁と廃棄物行

政を所管する環境生活部の役割分担の不明瞭

さから、もたれあいの意識も存在していたこ

とが考えられ、両部局を統括し、事業全体をマ

ネジメントする仕組みが必要であったと考え

られます。 

・当初無料としていた処理費用について、市町

に負担を求めることとなったことは、電気事

業法の改正やダイオキシン類特別対策が講じ

られるなどのＲＤＦ焼却・発電を取り巻く環

境が大きく変化したとはいえ、県の将来見通

しが甘かったといえます。 

・市町との合意形成については、市町との情報

共有や理解を得るプロセスを経ていなかった

ことが、その後の県のＲＤＦ政策への不信感

につながりました。 

・技術面においては、全国的にも初めての事業

であることから、技術的な課題を解決しなが

ら慎重に進めていくべきでしたが、事業を推

進するための発電所の建設などが優先され、

対応が十分ではありませんでした。 

・当初企業庁が提案した「発電ありき」の事業

スキームが、環境行政として位置づけられた

後も変わらず継続されていき、一般廃棄物処

理に県が踏み込むにあたっての市町との責任

分担、県における企業庁と環境生活部での役

割分担、収支計画、合意形成プロセス、技術

的な課題の解消などの大事な部分の詰めに甘

さがあり、未成熟のまま事業が進められてい

きました。本事業は、新しい処理方式を導入

した全国的にも初めての事業であり、市町と

一体となって進めていく事業でもあったこと

から、事業スキームの慎重な検討が必要であ

ったにも関わらず、事業として持続可能なス

キームを作ることができなかったことは大き

な反省点です。 

別紙 
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【所管事項説明】 

ＲＤＦ焼却・発電事業の総括 中間報告書（案）の概要 

第３章 ＲＤＦ焼却・発電事業の検証 第４章 ＲＤＦ貯蔵槽爆発事故の発生と対応 

２ 事業経営面からの検証 

・構想段階では、売電収入によりＲＤＦ焼却・発

電事業の経費を賄えるとしていましたが、電気

事業法の改正により売電価格が低下したこと、

ダイオキシン類規制強化により灰処理費用が

増加したこと、ＲＤＦ発電所の建設地決定の遅

れによる参加市町村の減少に伴いスケールメ

リットを生かせなかったこと等により、事業収

支は開始当初から赤字となりました。また、Ｒ

ＤＦ貯蔵槽爆発事故後は、ＲＤＦの品質管理体

制の充実や現地職員の増員など、体制の拡充に

よってコストが増加することとなりました。 

・平成 24 年 11 月からは再エネ特措法に基づく

固定価格買取制度の適用を受け、売電収入が増

加しましたが、収支が均衡するまでには至ら

ず、稼働が終了した令和元年度時点でＲＤＦ焼

却・発電事業の累積欠損金は約 31 億円となり

ました。 

・平成７年以降、電気事業制度について数度にわ

たり改革が行われ総括原価方式での売電が無

くなる一方、廃棄物発電を含む再生可能エネル

ギーの導入促進も図られ、これらの影響から売

電価格が大きく変動し、事業収支も大きな影響

を受けることとなりました。 

・市町における新たなごみ処理施設の建設やご

み処理方式の変更には 10 年以上の検討期間を

要する場合も多くあり、構想段階から計画・実

施へ移行する際には、経営上のリスクに対し

て、どのように対応するのかを検討した上で、

慎重な判断を行うべきでした。 

 

３ 環境政策面からの検証 

・ＲＤＦ化構想時のねらいであった未利用エネ

ルギーの有効活用、ダイオキシン類の削減、環

境負荷の低減、資源循環型社会の構築及び立地

対策等について、一定の成果が認められまし

た。 

・一方、ＲＤＦ化方式によるごみ処理のトータル

コストは、焼却方式に比べて、約 1.7 倍とな

り、市町にとって長期にわたる重い財政負担と

なりました。 

１ 爆発事故の発生とその後の経緯 

・ＲＤＦ発電所稼働後の平成 14 年 12 月 23 日に、ＲＤＦ

貯蔵槽内のＲＤＦが発熱・発火し、平成 15 年２月８日

頃に鎮火されるという火災事故が発生し（以下、この火

災事故を「第１次火災事故」という。）、次いで、同年７

月 20 日以降にも、ＲＤＦ貯蔵槽内のＲＤＦが発熱・発

火し、同年８月 19 日には、ＲＤＦ貯蔵槽が爆発して消

火作業中の消防職員２名が殉職される事故が発生しま

した。（以下、この火災・爆発事故を「第２次火災・爆

発事故」という。） 

・第２次火災・爆発事故発生後に直ちにＲＤＦ発電所の運

転を停止し、「ごみ固形燃料発電所事故調査専門委員会」

での事故の背景や原因の調査報告などをふまえ、維持管

理体制の見直し、施設の総点検及び安全運転のための改

修、ＲＤＦの品質管理の徹底、危機管理マニュアルの整

備などの安全対策を行いました。 

・なお、平成 18年６月に富士電機㈱に対し、損害賠償額

の支払いを求める訴え（以下「ＲＤＦ訴訟」という。）

を提起し、平成 27年４月に判決が確定しました。 

２ 事故の要因 

・ＲＤＦ訴訟の判決において、以下の項目がＲＤＦ貯蔵槽

火災・爆発事故発生の大きな要因と判断されました。 

①ＲＤＦ貯蔵槽の設計不備 

②ＲＤＦの性状不良 

③ＲＤＦの大量保管 

④第 1次火災事故後の不十分な再発防止の取組 

３ 検証 

（１）ＲＤＦ貯蔵槽の設計不備 

・平成５年度から７年度にかけて実施したＮＥＤＯ調査

報告書の長期貯留試験の結果を真摯に検討すれば、大量

のＲＤＦを長期間貯蔵する際に、発酵発熱を呈する可能

性がないと評価できるような試験結果であったとは認

められないものでした。したがって、ＲＤＦ貯蔵設備の

実機の設計・施工にあたっては、これらのことを十分に

ふまえ、受注者である富士電機(株)が対応する必要があ

り、企業庁もこれを指示するべきでした。 

・ＲＤＦ焼却・発電事業に取り組むのは全国的にも初めて

のことであることから、ＲＤＦの自然発火性を含め、性

状の標準化が十分になされていない時点での事業化は、

より慎重に安全性を見極めてから行うべきでした。 

・プロポーザル方式による性能発注方式では、設計と施工

が同一事業者により実施され、事前に価格が決定してい 

ることから、受注者は工事コストを極力削減するような

設計を行う可能性も考えられます。これが過度になる場

合は、品質の低下（契約の要求性能未達成）や安全性の

低下等につながる設計が行われる恐れがあり、発注者は

これを防止する必要がありましたが、企業庁が行った安

全性の確認は不十分なものでした。また、受注者を選定

するにあたっては、安全性が重視されておらず、発注者

の行う技術審査の重要な目的として、安全性の確保に十

分配慮した審査を行うべきでした。 

（２）ＲＤＦの性状不良 

・企業庁は、搬入されるＲＤＦの性状について関係市町等

と協議を進めてきましたが、発電所の稼働当初、関係市

町等が製造するＲＤＦは性状不良のものが多く含まれ

ていました。ＲＤＦの受入基準や搬入されるＲＤＦが基

準を満たさない場合の処置等について、稼働開始時から

関係市町等と緊密な連携を取ったうえで、定めておくべ

きでした。 

（３）ＲＤＦの大量保管 

・ダイオキシン類の排出に対する規制強化への対応から、

平成 14 年 12 月１日に発電所を稼働してＲＤＦを受け

入れる必要がありましたが、造成工事の遅れなどにより

十分な試験調整・試運転の期間が確保できなかっただけ

でなく、稼働開始直後はボイラ 1台運転であり、施設ト

ラブル等でＲＤＦの処理が滞ることとなりました。 

・ＲＤＦの大量保管は第２次火災・爆発事故発生時点でも

解消されておらず、発注者として事業全体の進捗管理に

問題がありました。また、ＲＤＦ発電所のトラブルによ

る長期停止など、不測の事態に備え対応策を事前に検討

すべきでした。 

（４）第１次火災事故後の不十分な再発防止の取組 

・第１次火災事故後には、ＲＤＦに発熱発火の危険性や貯

蔵槽の監視設備や防災設備に不備があることは明らか

となっており、設備改修及びＲＤＦ搬入量調整等の再発

防止策について、発注者として、また施設の設置者とし

て果たすべき責務を、企業庁が十分に果たせていません

でした。 

・ＲＤＦの大量保管を解消するとともに、第１次火災事故

の原因究明に基づく施設改修を行い、安全・安定的な施

設の稼働を実現することが最も重要であったにも関わ

らず、日々、搬入されるＲＤＦの処理に対応する中で、

安全に対する優先順位が相対的に低下していったこと

は、重大な判断の誤りでした。 

（５）事故につながった背景 

・火災発生の事実の発覚を避けるような対応など、企業庁

が情報開示に積極的でなかったことについては、裁判所

から厳しい判断が示されました。 

・ＲＤＦの発熱・発火事故を防止するためには、事故状況

を積極的に情報発信し、全国規模で関係機関、学識経験

者などの協力を求めながら、原因究明をする必要があり

ましたが、情報発信は適切に行われておらず、このこと

がＲＤＦの性状や適正な保管についての注意喚起を遅

らせ、発熱・発火のメカニズムを解明し、事故防止に向

けた契機とすることができませんでした。 

４ 貯蔵槽爆発事故後の対応 

（１）市町のごみ処理への対応 

・関係市町から日々発生するごみ処理に対応するため、

「市町村ごみ処理対策本部」を設置し、発生量、保管量

などの情報把握、受け入れ体制の確保、調整を行いまし

た。 

・その中で、関係市町に近隣の市町でのごみ処理や稼働停

止していた施設の再稼働を強いることとなりました。 

（２）体制整備 

・人員の配置や品質管理など体制が不十分であったこと

を反省し、事故後は体制の拡充を行いました。 

（３）三重ごみ固形燃料発電所危機管理マニュアルの整備 

・稼働時に制定した三重ごみ固形燃料発電所保安規程に

加え、危機管理マニュアルを整備しました。 

（４）ＲＤＦの性状改善 

・「ごみ固形燃料の品質管理に関する規程」を制定し、同

規程に基づきＲＤＦの品質管理を行いました。 

（５）三重ごみ固形燃料発電所安全管理会議の設置 

・発電所の安全確保及び環境保全に資するため、平成 16

年３月 31 日に、学識経験者、地域住民、消防、市町村

及び県で構成する「三重ごみ固形燃料発電所安全管理会

議」を設置しました。 

（６）新ＲＤＦ貯蔵施設の整備 

・年間を通して安定的にＲＤＦを処理するために、三重県

が設置した「三重ごみ固形燃料発電所事故調査専門委員

会」の最終報告書、経済産業省原子力安全・保安院の「ご

み固形燃料発電所事故調査ワーキンググループ報告書」

等における発熱・発火・爆発のメカニズムや事故原因の

推定についての報告をふまえた新ＲＤＦ貯蔵施設の整

備を平成 17 年３月から進め、平成 18 年８月 29 日から

運用を開始しました。 
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【所管事項説明】 

                                                                                             

ＲＤＦ焼却・発電事業の総括 中間報告書（案）の概要 

第５章 事業の総括 

 

平成 15 年８月 19 日にＲＤＦ貯蔵槽が爆発し、消火作業中の消防職員２

名が殉職される事故が発生したことは、痛恨の極みであり、この痛ましい

事故が発生した事実を決して風化させることなく、事故の反省と教訓を、

今後の施策推進に生かしていかなければなりません。 

 

この爆発事故は、様々な場面において、安全性を重視する意識の欠如が

原因で発生したものでした。 

ＲＤＦの性状については、当初からＲＤＦの受入基準等を定めておくべ

きであり、事業者の選定にあたっては、安全性の確保を重要な目的として、

技術審査を行うべきでした。また、事業の進捗が遅れる中、平成 14年 12

月１日のＲＤＦ発電所の稼働日にこだわり、十分な試験調整・試運転期間

を確保せず、トラブルの頻発によりＲＤＦの大量保管が発生してしまいま

した。 

最も問題があったのは、第１次火災事故後の対応でした。第１次火災事

故後の原因調査の実施、再発防止策の実行、設備改修及びＲＤＦ搬入量調

整等は、安全性を確保するための重要事項であったにも関わらず、その優

先順位を相対的に低下させてしまったことは、施設の設置者としての重大

な判断の誤りでした。また、第１次火災事故の際に、発火が確認されたに

も関わらず、「異常発熱が認められた」と公表するに止めていたことなど、

企業庁が情報開示に積極的でなかったことで、ＲＤＦの性状や適正な保管

についての注意喚起を遅らせ、発熱・発火のメカニズム解明の契機とする

ことができなったことは大きな反省点です。 

さらに、事業の運営に際し、県と受注者の役割分担が明確でなく、事故

原因の究明や発熱時の的確な対応ができなかったことも大きな誤りでし

た。 

一方、市町においては、爆発事故後も日々発生するごみ処理に対応する

必要があり、近隣の市町や他県へのごみ処理の依頼、あるいは稼働停止し

ていた施設を再稼働させることになるなど、多大な負担をかけてしまいま

した。 

 

ＲＤＦ焼却・発電事業は、全国的にも初めての試みであり、事業構想段

階から技術的な検証を積み上げ、一つひとつ着実に課題を解決しながら進

めていくべきでした。しかし、ダイオキシン類の規制強化が始まる平成 14

年 12 月の稼働開始にこだわり、安全の確認等がおろそかになっていまし

た。 

試験調整・試運転期間を十分に確保できないことにより施設トラブルが

多発していたタイミングや、第１次火災事故後から第２次火災・爆発事故

までの間など、立ち止まって運営体制や発電所の設備などについて改めて

見直すべきでしたが、危機管理の大原則である、最悪の事態を想定したシ

ナリオを検討せず、課題の解決を疎かにしたことが、その後の大事故につ

ながってしまいました。 

 

事業構築や事業運営をしていく中では、県が市町に事業への参画を呼び

掛ける場面において、市町は県の説明内容等を判断材料とし、環境政策上

の観点や地域の実情をふまえ、参画の可否を総合的に判断する必要があり

ますが、本事業においては、県の提示した情報が一部正確性を欠くもので

した。 

特に、発電所建設地の決定の遅れにより、構想段階において想定してい

た規模の市町村の参画が見込めず、電気事業法の改正などにより収支見通

しが厳しくなってもなお、県はこれまでの事業スキームを見直すことなく

事業を進めていきました。その結果、無料としていた処理委託料が、運用開

始時点から有料となり、さらには年々上昇していくこととなるなど、市町

にとっては大きな財政負担となりました。県においても、本事業の累積欠

損金は、最終的に約 31億円にまで膨らむこととなりました。 

また、市町にとって不満が大きかったのは、稼働後すぐの事業終了の提

案でした。市町における新たなごみ処理施設の建設やごみ処理方式の変更

には多大な労力が必要であり、10 年以上の検討期間を要する場合も多く、

また、施設稼働後は、通常 20 年から 30 年運用していますが、ＲＤＦ発電

所が稼働してわずか５年後の平成 19 年に、県から一方的に事業終了の提案

したことは、関係市町に対する配慮を欠くものであり、県に対する不信感

を増幅させることとなりました。 

さらに、市町、企業庁、県環境生活部での役割分担、合意形成プロセスな

どの重要な部分において詰めに甘さがあり、未成熟のまま事業が進められ

ていった結果、事業を続けていくことが困難となりました。県が、事業とし

て持続可能なスキームを作ることができなかったことは、大きな反省点で

す。 

 

環境政策面を検証する中では、ＲＤＦ化方式によるごみ処理のトータル

コストは、焼却方式によるものと比べて約 1.7 倍となり、市町にとって長

期にわたる重い財政負担となりました。 

 

 

県は、今回の数々の反省と教訓を生かし、今後、県として施策を推進して

いく際には、まずは「安全」を全ての判断基準の根底に位置づけ、「安全」

を最優先とする取組を進めていきます。 

また、県にとって重要なパートナーである市町とは、適切な情報共有や

円滑なコミュニケーションのもとで信頼関係を構築し、施策を推進してい

かなれければなりません。 

 

市町の新たなごみ処理体制の構築に際しては、各市町等による検討会へ

の参画などを行い、持続可能な仕組みとなるように、市町に寄り添った技

術的な支援を行ってまいります。 

また、処理委託料についての説明や事業期間に関して市町への配慮が足

りなかったなど、市町とのコミュニケーション不足であったことをふまえ、

今後は市町をはじめとした多様な主体とのパートナーシップを強化し、循

環型社会の実現に向け、これまでの３Ｒ（Reduce、Reuse、Recycle）に

Renewable（再生可能資源への代替）を加えた廃棄物の「３Ｒ＋Ｒ」の促進

及び廃棄物処理の安全・安心の確保に取り組んでいきます。 

これらの取組については、ごみゼロ社会の実現に向けた施策と併せて、

令和３年３月に「三重県循環型社会形成推進計画」として新たに策定した

ところであり、温室効果ガスの削減などを通じて、地域資源を最大限活用

し自律分散型の社会を形成する「地域循環共生圏」の構築に向けた取組を

進めていきます。 
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【所管事項説明】 
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【所管事項説明】 

９ 産業廃棄物の不適正処理事案の取組状況について 
 

１ 概要 

産業廃棄物が不適正処理され、生活環境保全上の支障等のある４事案（桑名市

五反田事案、四日市市内山事案、四日市市大矢知・平津事案及び桑名市源十郎新

田事案）について、地元の安全・安心を確保するため、「特定産業廃棄物に起因

する支障の除去等に関する特別措置法」（以下「産廃特措法」という。）による

国の財政的支援を得て、対策工事を実施しています。 

これらの４事案については、学識経験者の意見もふまえつつ、行政代執行によ

る生活環境保全上の支障等の除去に取り組んでおり、産廃特措法に基づく実施計

画の事業費に対する進捗率（見込み）は、令和３年度末が約85％であり、令和４

年（2022年）度末までに対策工事を完了します。 

 [これまでに対策工事を完了した事案] 

令和２年３月 31 日をもって対策工事を完了した四日市市内山事案について、

地元の安心が確保されるよう、定期的なパトロールや水質等のモニタリングによ

る状況確認を実施しています。 

［令和４年度まで対策工事を継続する事案］（別紙参照） 

・桑名市五反田事案 

・四日市市大矢知・平津事案 

・桑名市源十郎新田事案 

［進捗率（見込み）］ 

  令和３年度末 令和４年度末 

四日市市内山事案  １００％ 

１００％ 

桑名市五反田事案 ９４．２％ 

四日市市大矢知・平津事案 ９２．７％ 

桑名市源十郎新田事案 ７３．１％ 

     計 ８５．４％ 

 

２ 今後の取組方向 

対策工事を継続している３事案について、令和４年度末までの対策工事の完了

に向けて着実に事業を推進し、安全・安心を確保していきます。対策工事の実施

にあたっては、地元及び関係機関と十分に調整し、工事の進捗状況や水質のモニ

タリング結果等を的確に情報共有します。 

令和５年度以降については、学識経験者の意見等をふまえ、モニタリング等を

実施することとしています。 

また、原因者への費用求償についても、粘り強く対応していきます。 
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【所管事項説明】 

別紙 

１ 桑名市五反田事案 

（１）事案の概要 

 （時期）平成７年～８年頃 

（場所）桑名市大字五反田多々星地内の山林 

（内容）産業廃棄物処理業者が、燃えがら、汚泥、廃油等を不法投棄し、平成９

年 10 月にＶＯＣ（揮発性有機化合物）による地下水汚染が判明、さらに

平成 22 年３月に新たに 1,4-ジオキサンによる地下水汚染が判明した事

案です。 

（生活環境保全上の支障等） 

ＶＯＣ及び 1,4-ジオキサンにより、農業用水の利用等に支障が生じるお 

それがあります。 

（事案地の状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）対策工事の実施内容（実施計画額：75 億円） 

1,4-ジオキサン等による地下水の汚染対策のため、廃棄物の掘削除去や揚水

浄化等を実施しています。令和３年度は、対策工事の効果検証等を行ったうえ

で、遮水壁外の汚染残留区域の揚水浄化等を実施するとともに、令和４年３月

に水処理施設（旧施設）の撤去に着手する予定です。 

令和４年度は、引き続き遮水壁外の汚染残留区域の揚水浄化等を実施すると

ともに、水処理施設（新施設）の撤去工及び借地の復旧工を実施します。 

 

①令和３年度までの主な事業内容 

    ・廃棄物撤去区域（1,4-ジオキサン高濃度区域）の廃棄物の掘削除去 

   ・廃棄物残置区域における遮水壁補強工 

   ・水処理施設による汚染地下水の揚水浄化及び水処理施設の増強（追加設置）等 

   ・遮水壁外の汚染残留区域における揚水井戸の追加等の揚水浄化対策 

  ②令和４年度の主な実施内容（当初予算額：382,062 千円） 

・遮水壁外の汚染残留区域における揚水浄化対策等 

・水処理施設の撤去工及び借地の復旧工 

遮水壁 

水処理施設 

（旧施設） 

廃棄物撤去区域 

廃棄物残置区域 水処理施設（新施設） 
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【所管事項説明】 

２ 四日市市大矢知・平津事案 

（１）事案の概要 

（時期）昭和 56 年～平成６年頃 

 （場所）四日市市大矢知町・平津町地内の産業廃棄物の安定型最終処分場等 

（内容）産業廃棄物処理業者が、廃プラスチック類、陶磁器くず等の廃棄物を、

許可面積・容量を大幅に超えて埋立を行ったため、廃棄物の飛散・流出

等のおそれがある事案です。 

（生活環境保全上の支障等） 

周辺地域に廃棄物の飛散・流出や有害物質の浸出等のおそれがあります。 

（事案地の状況） 

 

 

（２）対策工事の実施内容（実施計画額：34 億円） 

廃棄物の飛散・流出の防止や雨水の浸透抑制のため、覆土工及び雨水排水工

等の対策を実施しています。令和３年度は法面工及び覆土工を進めるとともに、

継続的なリスク管理を行うための管理用道路の舗装工に着手しました。 

令和４年度は、引き続き法面工や管理用道路の舗装工を実施します。 

 

①令和３年度までの主な事業内容 

  ・調整池、進入道路及び管理用道路の設置工 

  ・中溜池側及び西水路側における染み出し抑止工 

  ・天端部の覆土工等 

 ②令和４年度の主な実施内容（当初予算額：331,753 千円） 

  ・法面部への厚層基材（植生材）吹付工 

  ・管理用道路の舗装工 
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【所管事項説明】 

３ 桑名市源十郎新田事案 

（１）事案の概要 

（時期）昭和 48 年～51 年頃（ＰＣＢ等投棄時期：推定） 

（場所）桑名市大字五反田字源十郎新田地内の河川敷 

（内容）平成 19 年９月に員弁川・藤川合流点付近の旧最終処分場近傍の河川敷か

ら廃油の滲出が確認され、平成 22 年 10 月に当該箇所から回収した廃油

にＰＣＢ等の有害物質が含まれていることが判明した事案です。 

（生活環境保全上の支障等） 

ＰＣＢを含む油の河川への滲出等により、下流の水道水源や農業用水の利

用等に支障が生じるおそれがあります。 

 （事案地の状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）対策工事の実施内容（実施計画額：90.85 億円） 

ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）やＶＯＣ（揮発性有機化合物）等の有害物質

を含む廃油の拡散防止を図るため、汚染源となる廃棄物の掘削除去や集油管等

による廃油の回収・処理を実施しています。令和３年度は、旧最終処分場内で

ＰＣＢ高濃度汚染箇所の掘削除去を実施するとともに、廃油の回収・処理を引

き続き実施しました。 

令和４年度は、旧最終処分場内で熱処理工によるＶＯＣ除去等を実施すると

ともに、廃油の回収・処理を引き続き実施します。 

 

①令和３年度までの主な事業内容 

・油汚染範囲の囲い込み工（鋼矢板の打込み） 

・集油管等による廃油の回収・処理 

・汚染源域等におけるＰＣＢ廃棄物の掘削除去 

 ②令和４年度の主な実施内容（当初予算額：2,420,118 千円） 

 ・熱処理工によるＶＯＣ除去等 

 ・集油管等による廃油の回収・処理 

高水敷部内護岸部 
(掘削区域） 

藤川 
汚染源域 

（掘削区域） 

掘削・除去部分 

熱処理部分 

低水護岸部 
（掘削区域） 

員弁川 

 鋼矢板  

旧最終処分場内 
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【所管事項説明】 

10 「令和３年度『第三次三重県行財政改革取組』の進捗状況」における

県有施設の見直しについて（環境生活部関係） 
 

 

第三次三重県行財政改革取組における県有施設の見直し一覧 

 

○この一覧表は「三重県財政の健全化に向けた集中取組」での「県有施設の見直し」において定

めた個別施設の見直しの方向性や、調整経過等を整理したものです。 

〇見直しの方向性を定めた施設については、庁内での検討や関係団体との調整を進め、着実に見

直しを進めていきます。 

○廃止や統合を含めた施設のあり方の検討による維持管理費の抑制と、新たな県民ニーズへの対

応や県民サービスの向上の両面から見直しを行うとともに、施設にかかるコスト縮減や一層の

収入確保にも取り組みます。 

 

 

 

  

No 施設名 見直しの方向性 これまでの主な経過、課題、今後の予定など 所管部局名

9
交通安全研修センター
＜指定管理＞

団体研修特化型施設として継続

当該施設は、参加・体験・実践型の交
通安全教育を行うため、平成7年に建
設された。

当該施設での研修について、ほとん
どの受講者が交通安全に対する意識
が向上している。（受講者アンケートよ
り）

県内の人口10万人当たり交通事故死
者数は全国的には上位であり、交通安
全教育は警察、市町、関係機関・団体
等においても実施されていることから、
取組の更なる効率化を図る必要があ
る。

このことから、専門的かつ高度な参
加・体験・実践型の教育を提供できる県
交通安全教育の中核施設として、現有
施設・設備の強みを生かした団体研修
特化型施設として研修受入者を増や
し、交通事故を減少させていきたい。

 【経過】
・R１.8　 団体研修利用者増加手法、施設運営体制の再検証
・R1.10  協議を踏まえた県の再対応方針の検討
・R1.11まで　見直し案の効果や費用の検証
・R2.2　  見直しの方向性案を議会で説明
・R2.6　　「三重県交通安全研修センター条例」の一部改正
・R2.7　　次期指定管理者選定委員会の開催
・R2.7～9　次期指定管理者の公募開始・申請受付
・R2.10 9月定例月会議に選定過程の状況を報告、選定委員会による審査、指定
管理候補者の選定
・R2.11　11月定例月会議へ指定管理者指定議案を提出
・R3.１　指定管理者の指定
・R3.3　  協定の締結
・R3.4　  指定管理者による団体研修特化型施設としての施設管理を開始（完了）

環境生活部

10
みえ県民交流センター
<直営、一部指定管理>

開館日や開館時間等を見直し、施設の
あり方等については、引き続き検討

当該施設は、県民の自発的な社会貢
献に関する活動の促進と国際化の推進
を目的に、平成13年に建設された。

また、当該施設は、災害時に県域で
支援活動を行う団体（みえ災害ボラン
ティア支援センター、災害時多言語支
援センター）の拠点や連携の場となる機
能を有している。

今後、開館日時やフロアの活用方策
の見直しにより、施設を一層効率的・効
果的に活用していく。

【経過】
・R1.5～7　施設の市場性に関する聴き取りを実施
・R1.5～9　施設の有効活用策について、関係者や利用者との意見交換を実施
・R2.3～6　施設の市場性に関する追加聴き取りを実施
・R2.6～ 施設の有効活用策や移転も含めた施設のあり方について、関係者と協
議
・R2.7～9　開館時間の見直しに関する試行を実施
・R2.9～　  施設の一部を「就職氷河期世代就労支援センター」として賃貸
・R3.3　　　 「みえ県民交流センター条例」を一部改正（開館日時の変更）
・R3.4～　  オンライン環境の向上に向けた検討を実施
・R3.6　　　 次期指定管理者選定委員会を開催
・R3.7～9　次期指定管理者の公募開始・申請受付
・R3.7～R4.3 「おしごと広場みえ」による土曜日開所を試行
・R3.10 9月定例月会議に選定過程の状況を報告、選定委員会による審査、指定
管理候補者の選定、施設の一部を「三重県生涯現役促進地域連携協議会」に賃貸
・R3.11　 　11月定例月会議に指定管理者指定議案を提出
・R4.1　　　指定管理者の指定

【課題】
・引き続き関係者との調整等が必要

【今後の予定】
・R4.3  協定の締結
・R4.4  次期指定管理期間の開始（開館日時の変更開始）

環境生活部
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【所管事項説明】 

 

 

 

11
旧博物館
＜直営＞

廃止（売却）

当該施設は、県民の教養等に資する
ため、昭和28年に建設された。

三重県総合博物館が開館したため現
在は閉館していること、また、当該施設
の敷地へNHK津放送局が移転するとし
て、県と同局が基本合意を締結してい
ることから、売却に向けて手続きを進め
る。

【経過】
・H29.5　県とNHK津放送局で移転に向けた基本合意を締結
・H30.3　『津市都市マスタープラン』に同局の移転について記載
・H31.2　津市都市計画変更決定
・R2.12　土地売買契約締結
・R3.1　　所有権移転（引き渡し）（完了）

環境生活部

12
旧留学生センター
＜直営＞

管理換え（埋蔵文化財センターの収蔵
庫として使用）

当該施設は、１・２階が企業庁職員の
福利厚生施設「いなづま会館」（企業庁
所管）、３階が留学生・海外技術研修員
等の受入施設「三重県留学生センター」
（環境生活部所管）として、昭和59年に
建設された。

現在はいずれも使用されていないこ
と、また、県教育委員会から埋蔵文化
財センターの収蔵庫としての使用要望
があったことから、施設の有効活用が
できるよう調整を進める。

【経過】
・H30.3.16 県教育委員会への管理換えにかかる、当部、企業庁、教育委員会事務
局との最終打ち合わせ
・H30.3.26　教育委員会への管理換えにかかる承諾文書発出
・H30.4.1　 教育委員会への管理換え（完了）

環境生活部
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【所管事項説明】 

11 各種審議会等の審議状況について 

（令和３年 11 月 22 日～令和４年２月 16日） 
 

１ 三重県環境影響評価委員会小委員会 

１審議会等の名称 三重県環境影響評価委員会小委員会 

２開催年月日 （１）令和３年12月13日 

（２）令和４年１月28日 

（３）令和４年２月４日 

（４）令和４年２月７日 

３委員 （１）、（２）小委員会委員長 塚田 森生  他７名 

（３）小委員会委員長 勝又 英之  他７名 

（４）小委員会委員長 塚田 森生  他７名 

４諮問事項 （１）、（２）木曽岬干拓地整備事業（第２期）環境影響評価

方法書に対する環境の保全の見地からの意見について 

（３）最終処分地ＴＡＭＯ新設事業に係る環境影響評価方法書

に対する環境の保全の見地からの意見について 

（４）桑名市播磨西部土地区画整理事業に係る環境影響評価方

法書に対する環境の保全の見地からの意見について 

５調査審議結果 （１）、（２）「三重県環境影響評価条例」に基づく環境影響

評価図書について、事業者から説明を受け、図書に記載さ

れた内容について、現地調査と審議が行われた。 

（３）「三重県環境影響評価条例」に基づく環境影響評価図書

について、事業者から説明を受け、図書に記載された内容

について、審議が行われた。 

（４）「三重県環境影響評価条例」に基づく環境影響評価図書

について、事業者から説明を受け、図書に記載された内容

について、審議が行われた。 

６備考 次回開催日：令和４年３月16日（予定） 

 

 

２ 三重県公害審査会調停委員会 

１審議会等の名称 三重県公害審査会調停委員会 

２開催年月日 （１）令和３年12月６日（第１回調停期日） 

（２）令和４年２月８日（現地調査） 

３委員 調停委員長 木村 夏美  他２名 

４諮問事項 令和３年（調）第１号事件 

５調査審議結果 

 

（１）申請人及び被申請人から意見の聴取を行った。紛争解決

に向け、第２回調停期日を追って調整することとした。 

（２）申請事項に係る状況等の確認のため、調停委員会による

現地調査を実施した。 

６備考 次回開催日：令和４年３月15日（予定） 
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【所管事項説明】 

３ 三重県男女共同参画審議会 

１審議会等の名称 三重県男女共同参画審議会 

２開催年月日 （１）令和３年11月22日（第２部会） 

（２）令和３年12月13日（第１部会） 

（３）令和４年２月９日（全体会） 

３委員 全体会 

 会 長 三田 泰雅 

 副会長 大平 肇子 

 委 員 上山 千秋    他15名 

第１部会 

部会長 菅生 としこ 

副部会長 藤岡 充昭 

委 員 小椋 衿子    他５名  

第２部会 

部会長 藤枝 律子 

副部会長 芦葉 甫 

委 員 今村 潤二    他５名 

４諮問事項 なし 

５調査審議結果 （１）（２）（３）令和３年度中間評価（案）について審議が

行われた。 

６備考 次回開催日：未定 
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